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 1．パプアニューギニアの概要と開発課題 

 

 概要 

 パプアニューギニア（以下、「PNG」）は、太平洋島嶼国中最も広い国土と多数の人口を有し、かつ資源にも

恵まれ、1975年の独立以来、域内における中心的国家の一つである。2002年6～7月に実施された総選挙の結果、

野党国民同盟（NA：National Alliance）を中心とする連立与党が発足し、独立の際に初代首相を務め「建国の父」

として国民の人気も高いソマレ首相が4度目の首相就任を果たした。 

 ソマレ首相は、施政方針演説において、グッド・ガバナンスの確保、マクロ経済の安定化、民間投資・

競争を一層促進するための輸出主導型の経済成長、人材育成を通じた農村開発、貧困削減、生活水準の向上

を政府の主要目標に掲げ、経済社会回復を促進し政治行政システムを強化する考えを表明した。 

 1988年末に発生したブーゲンビル島における独立分離運動の中で、ブーゲンビル独立派とPNG政府軍との間

で武力衝突が繰り返されたが、2001年にPNG政府と分離独立派との間で「ブーゲンビル和平合意」が署名され、

武器回収と処分が進められた。また、2004年12月にはブーゲンビル自治憲法が発効し、2005年5月、初の自治政

府創設のための選挙が行われた。 

 経済面では、自給自足経済と貨幣経済が混在する二重構造を有し、一次産業を主体としている。主要輸出産

品は金、石油、銅、パーム油等であり、特に、主要鉱産物は輸出額の約8割を占めている。主な輸出相手国はオ

ーストラリア、我が国、ドイツ、韓国等であり、主な輸入相手国は、オーストラリア、米国、シンガポール、

我が国等である。 

 外交面では、オーストラリア及び太平洋島嶼国との協力関係重視を基本としつつも、オーストラリア政府の

強い影響下から諸外国との関係緊密化へと多角化を進めてきている。1993年11月、同国はアジア太平洋経済協

力（APEC：Asia Pacific Economic Cooperation）への正式参加が認められ、太平洋島嶼国はもとより、東南アジ

ア諸国連合（ASEAN）諸国や東アジア諸国との関係強化を図っている。また、2006年5月には、第83回ACP（African, 

Caribbean, and Pacific）閣僚会合及び第31回EU-ACP閣僚会合を首都ポートモレスビーで開催した。 

 我が国との関係では、独立以来、友好関係を構築している。経済面では、我が国はPNGにとり第2位の輸出相

手国（第1位はオーストラリア）となっている。2006年5月には、小泉総理（当時）・ソマレ首相（PIF議長）の

共同議長の下、第4回太平洋・島サミットが沖縄で開催された。また、ソマレ首相は、同サミット出席のため来

日中に、参議院ODA特別委員会において初の外国人ゲストとしてスピーチ及び意見交換を行ったほか、日PNG

首脳会談も行われた。 

 「中期開発戦略」 

 ソマレ政権は2004年11月、「中期開発戦略（2005～2010）」を国会で採択し、同計画の支出優先項目への戦略

的な予算配分を行い、費用対効果の高い開発を目指すこととした。同計画の7つの支出優先項目は、輸送イン

フラストラクチャーの復興と維持管理、収入機会の向上、基礎教育、開発に根ざしたノンフォーマル成

人教育、プライマリー・ヘルスケアー、HIV/AIDS予防、法と秩序となっている。 
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表－1 主要経済指標等 

指     標 2004年 1990年 

人   口   （百万人） 5.8 4.1 

出生時の平均余命 （年） 56 52 

総   額 （百万ドル） 3,499 3,098 
Ｇ Ｎ Ｉ 

一人あたり （ドル） 560 830 

経済成長率   （％） 2.5 -3.0 

経常収支   （百万ドル） － -76 

失 業 率   （％） － 7.7 

対外債務残高 （百万ドル） 2,149  2,594 

輸   出 （百万ドル） － 1,380.88 

輸   入 （百万ドル） － 1,508.86 貿 易 額注1） 

貿 易 収 支 （百万ドル） － -127.99 

政府予算規模（歳入） （百万キナ） － 776.46 

財政収支 （百万キナ） － 147.37 

債務返済比率（ＤＳＲ） （対GNI比,％） 13.6 17.9 

財政収支 （対GDP比,％） － -2.2 

債務   （対GNI比,％） 65.8 － 

債務残高 （対輸出比,％） 79.8 － 

教育への公的支出割合 （対GDP比,％） － － 

保健医療への公的支出割合 （対GDP比,％） － － 

軍事支出割合 （対GDP比,％） － 2.1 

援助受取総額 （支出純額百万ドル） 266.3 413.2 

面   積 （1000km2）注2） 463 

Ｄ Ａ Ｃ   低所得国 
分   類 

世界銀行等   IDA融資適格国、かつIBRD融資適格国（償還期間20年） 

貧困削減戦略文書（ＰＲＳＰ）策定状況 － 

その他の重要な開発計画等 中期開発戦略（2005～2010） 

注）1．貿易額について、輸出入いずれもFOB価額。 

  2．面積については“Surface Area”の値（湖沼等を含む）を示している。 

 

表－2 我が国との関係 

指     標 

対日輸出 （百万円） 56,123.4  

対日輸入 （百万円） 8,765.1  貿易額（2005年） 

対日収支 （百万円） 47,358.3  

我が国による直接投資 （百万ドル） － 

進出日本企業数 （2005年11月現在） 1 

パプアニューギニアに在留する日本人数 （人） 

（2005年10月1日現在） 
188 

日本に在留するパプアニューギニア人数 （人） 

（2005年12月31日現在） 
88 
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表－3 主要開発指数 

開  発  指  標 最新年 1990年 

所得が1日1ドル未満の人口割合       （％） － 

下位20％の人口の所得又は消費割合     （％） 4.5 (1996年) 極度の貧困の削減と飢饉の撲滅 

5歳未満児栄養失調割合          （％） 35 (1996-2004年) 

成人（15歳以上）識字率          （％） 57.3 (2004年) 56.6
普遍的初等教育の達成 

初等教育就学率              （％） － －

女子生徒の男子生徒に対する比率（初等教育） － ジェンダーの平等の推進と女性
の地位の向上 

女性識字率の男性に対する比率（15～24歳） （％） 93 (2004年) 

乳児死亡率         （出生1000件あたり） 68 (2004年) 106 (1970年)
幼児死亡率の削減 

5歳未満児死亡率      （出生1000件あたり） 93 (2004年) 147 (1970年)

妊産婦の健康改善 妊産婦死亡率        （出生10万件あたり） 300 (2000年) 

成人（15～49歳）のエイズ感染率注1）     （％） 1.8[0.9–4.4] (2005年) 

結核患者数           （10万人あたり） 448 (2004年) 
ＨＩＶ/ＡＩＤＳ、マラリア、その他の
疾患の蔓延防止 

マラリア患者数注2)        （10万人あたり） 1,688 (2000年) 

改善された水源を継続して利用できる人口  （％） 39 (2004年) 39
環境の持続可能性の確保 

改善された衛生設備を継続して利用できる人口 （％） 44 (2004年) 44

開発のためのグローバルパート 債務元利支払金総額割合 

ナーシップの確保   （財・サービスの輸出と海外純所得に占める％）
12.1 (2004年) 17.2

人間開発指数（ＨＤＩ） 0.523 (2004年) 0.481

注）1．[ ]内は範囲推計値。 

  2．マラリア患者数についてはHDR2006に掲載されていないため、HDR2005を参照。 

 

 

 2．パプアニューギニアに対するODAの考え方 

 

 パプアニューギニアに対するODAの意義 

 PNGの国連人間開発指数は対象177か国中137位と低位であり、貧困層は人口の37％に及ぶとされている。ま

た、平均寿命（55.3歳）や乳幼児死亡率（93/1,000人）といった代表的な保健指標に示されるとおり劣悪な社

会状況にある。保健、教育などの社会面で多くの課題を抱えていることから、我が国ODAがPNG民生向上に資

することが期待されている。また、第二次大戦中、18万人もの日本軍将兵がPNGに駐留し、オーストラリア等

の連合軍と戦闘を交えた経緯があるにもかかわらず、PNG国民の間には当時の日本人に対する敵意はみられな

い。むしろ、親日的な心情が全般的にみられるなど、PNG国民の対日感情は、非常に良好であることも忘れて

はならない一面である。 

 パプアニューギニアに対するODAの基本方針 

 我が国は、歴史的に友好関係にあるPNGが、1975年の独立以来大洋州内の大国として指導的立場にあり、太

平洋諸島フォーラム（PIF：Pacific Islands Forum）を通じた南太平洋諸国との友好関係の維持・発展に貢献して

いること、また、国際場裡において我が国と友好な協力関係にあることを評価し、今後も支援を継続する方針

である。 

 また、2006年5月の第4回太平洋・島サミットにおいて発表した我が国支援策の中の5つの重点課題（経済成長、

持続可能な開発、良い統治、安全確保、人と人との交流)を踏まえ、策定中のPNG政府中期開発計画に沿った協

力を戦略的に行っていく。 

 重点分野 

 上記基本方針を踏まえ、我が国は2006年7月に現地ODAタスクフォースとPNG政府の間で経済協力政策協議

を実施し、今後5年間、以下の3分野を中心に経済協力を実施していくことで合意した。なお、PNGは開発の歴

史が浅く、国の開発を担う自国人材の層が限られている。このため、協力にあたっては、効果的な開発を担い

得る人材育成・能力強化に特に留意する必要がある。 

 教育：遠隔教育 

 インフラ整備：橋梁、港湾等の社会・経済インフラの整備 

 農村開発：小規模自給農業 
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 3．パプアニューギニアに対する2005年度ODA実績 

 

 総論 

 2005年度のPNGに対する無償資金協力は5.50億円（交換公文ベース）、技術協力は8.98億円（JICA経費実績ベ

ース）であった。2005年度までの援助実績は、円借款621.85億円、無償資金協力304.24億円（以上、交換公文

ベース）、技術協力219.59億円（JICA経費実績ベース）である。 

 無償資金協力 

 2005年度は、2004年度に引き続き、「ハイランド橋梁改修計画」を実施したほか、ノン・プロジェクト無償資

金協力を実施した。また、教育分野を中心に10件の草の根・人間の安全保障無償資金協力を実施した。 

 技術協力 

 技術協力プロジェクトとして「小規模稲作振興プロジェクト」、「首都圏セトルメント地域における総合コミ

ュニティ開発プロジェクト」、「テレビ番組による授業改善計画」を実施中のほか、教育や保健・医療分野を中

心として専門家やボランティアの派遣等、多岐にわたる分野での研修員受入事業を実施した。 

 

 4．パプアニューギニアにおける援助協調の現状と我が国の関与 

 

 我が国は、1990年代後半から感染症特別機材供与による予防接種拡大計画支援やフィラリア症対策、子供の健

康向上のための無償案件としてコールドチェーン整備事業を、国連児童基金（UNICEF）、世界保健機関（WHO）、

オーストラリア国際援助庁（AusAID）と協調して実施している。また、我が国は、PNG政府・ドナー間の各種会

合に出席して情報交換等を行い、我が国ODAの効果的・効率的実施に努めている。その他、保健分野において、

オーストラリア、ニュージーランド、アジア開発銀行（ADB）等が参画してセクターワイドアプローチ（SWAps）

が進行中である。これは、PNG保健省が中心となりPNG政府と協調する援助国・機関（ドナー）が、一体となっ

てPNGの国家保健政策の実施にあたるものである。具体的には、援助案件の効果的、効率的実施のための案件内

容等の調整が行われており、PNG政府とこれに賛同する援助国・機関の間で覚書が署名されている。 

 また、2005年の12月には、PNG政府主催で初めて対PNG経済協力に係るドナー会合が開催され、PNGにおける

ドナー援助における問題点や各ドナーの援助状況等が話し合われた。 

 

表－4 我が国の年度別・援助形態別実績（円借款・無償資金協力年度E/Nベース、技術協力年度経費ベース） 

（年度、単位：億円）

年 度 円 借 款 無償資金協力 技 術 協 力 

2001年 − 7.93 13.38 (12.50) 

2002年 − 14.49 10.78 (9.90) 

2003年 − 13.60 11.51 (10.69) 

2004年 − 5.90 11.13 (10.32) 

2005年 − 5.50  8.98  

累 計 621.85 304.24 219.59  

注）1．年度の区分は、円借款及び無償資金協力は原則として交換公文ベース、技術協力は予算年度による。 

  2．「金額」は、円借款及び無償資金協力は交換公文ベース、技術協力はJICA経費実績及び各府省庁・各都道府県等の技術協力経費実績ベー

スによる。 
  3．円借款の累計は債務繰延・債務免除を除く。 
  4．2001～2004年度については、日本全体の技術協力事業の実績。2001～2004年度の（ ）内はJICAが実施している技術協力事業の実績。な

お、2005年度の日本全体の実績については集計中であるため、JICA実績のみを示している。 
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表－5 我が国の対パプアニューギニア経済協力実績 

（暦年、DAC集計ベース、単位：百万ドル、支出純額）

歴 年 政府貸付等 無償資金協力 技 術 協 力 合 計 

2001年 10.95 3.87 11.36 26.18 

2002年 -18.96 13.06 10.30 4.40 

2003年 -20.25 6.97 10.14 -3.14 

2004年 -21.71 6.73 8.94 -6.05 

2005年 -21.32 7.82 8.34 -5.16 

累 計 269.87 244.94 192.62 707.45 

出典）OECD/DAC 

注）1．政府貸付等及び無償資金協力はこれまでに交換公文で決定した約束額のうち当該暦年中に実際に供与された金額（政府貸付等につい

ては、パプアニューギニア側の返済金額を差し引いた金額）。 

  2．技術協力は、JICAによるもののほか、留学生受入や関係省庁及び地方自治体、公益法人による技術協力を含む。 

  3．四捨五入の関係で、合計値が合わない場合がある。 

 

表－6 諸外国の対パプアニューギニア経済協力実績 

（暦年、DAC集計ベース、単位：百万ドル、支出純額）

歴年 1位 2位 3位 4位 5位 うち日本 合  計 

2000年 オーストラリア 198.2 日本 55.8 ニュージーランド 6.7 ドイツ 3.9 オランダ 1.2 55.8 268.6

2001年 オーストラリア 158.2 日本 26.2 ニュージーランド 6.8 ドイツ 3.3 オランダ 1.2 26.2 198.0

2002年 オーストラリア 180.4 ニュージーランド 5.9 日本 4.4 ドイツ 3.2 オランダ 1.3 4.4 197.1

2003年 オーストラリア 208.9 ニュージーランド 7.7 ドイツ 2.5 オランダ 1.0 オーストリア 0.5 -3.1 218.8

2004年 オーストラリア 242.3 ニュージーランド 8.4 ドイツ 1.9 オランダ 0.8 オーストリア 0.6 -6.1 249.9 

出典）OECD/DAC 

 

表－7 国際機関の対パプアニューギニア経済協力実績 

（暦年、DAC集計ベース、単位：百万ドル、支出純額）

歴年 1位 2位 3位 4位 5位 そ の 他 合  計 

2000年 UNTA 2.4 UNDP 2.0 UNICEF 1.4 UNFPA 0.7 CEC 0.6 -1.9 5.2

2001年 CEC 4.3 UNTA 1.3 UNICEF 1.1 UNFPA 0.5 UNHCR 0.4 -5.9 1.7

2002年 CEC 4.9 UNDP 1.6 UNTA 1.5 UNICEF 1.1 UNFPA 0.8 -3.8 6.1

2003年 CEC 3.3 UNTA 1.9 UNICEF 1.1 UNDP 0.9 UNFPA 0.4 -5.4 2.2

2004年 CEC 7.8 ADB 6.8 UNDP 2.2 UNTA 2.2 UNICEF 1.3 -3.1 17.3

出典）OECD/DAC 

注）1．順位は主要な国際機関についてのものを示している。 

  2．四捨五入の関係で、合計値が合わない場合がある。 

 

表－8 我が国の年度別・形態別実績詳細（円借款・無償資金協力年度E/Nベース、技術協力年度経費ベース） 

（年度、単位：億円）

年度 円 借 款 無 償 資 金 協 力 技 術 協 力 

00年度
までの
累 計 

621.85億円 

内訳は、2005年版の国別データブック、も

しくはホームページ参照 

（http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda

/index/shiryo/jisseki.html) 

 

256.82億円

内訳は、2005年版の国別データブック、も

しくはホームページ参照 

（http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda

/index/shiryo/jisseki.html) 

 

 

研修員受入 

専門家派遣 

調査団派遣 

機材供与 

協力隊派遣 

167.20億円

1,996人

240人

850人

1,365.13百万円

377人

2001年 

な し 7.93億円

国立美術博物館に対する視聴覚機材供与 

(0.38)

ハイランド国道レロン橋・ビティジャ橋架

け替え計画（国債1/2）      (3.80)

地方都市給水計画（国債1/2）   (2.40)

草の根無償（19件）       (1.35)

 

研修員受入 

専門家派遣 

調査団派遣 

機材供与 

留学生受入 

(協力隊派遣) 

 

13.38億円  

236人  

14人  

33人  

70.54百万円 

26人  

(12.50億円) 

(211人)  

(14人)  

(33人)  

(70.54百万円)

(21人)  

(6人)  

 

(その他ボランティア) 
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年度 円 借 款 無 償 資 金 協 力 技 術 協 力 

2002年 

な し 14.49億円

地方都市給水計画（国債2/2）   (7.78)

ハイランド国道レロン橋・ビティジャ橋架

け替え計画（国債2/2）      (5.24)

地域開発研修施設拡充計画    (0.09)

草の根無償（17件）       (1.38)

 

研修員受入 

専門家派遣 

調査団派遣 

機材供与 

留学生受入 

(協力隊派遣) 

 

10.78億円  

533人  

7人  

24人  

69.27百万円 

30人  

(9.90億円) 

(259人)  

(7人)  

(24人)  

(69.27百万円)

(17人)  

(2人)  

2003年 

な し 13.60億円

国営ラジオ放送局機材整備計画  (8.20)

ゴロカ大学教育用機材整備計画  (2.79)

地域開発研修施設拡充計画2    (0.10)

草の根・人間の安全保障無償（17件）(2.51)

 

研修員受入 

専門家派遣 

調査団派遣 

機材供与 

留学生受入 

(協力隊派遣) 

 

11.51億円  

492人  

12人  

33人  

101.35百万円 

31人  

(10.69億円) 

(210人)  

(11人)  

(33人)  

(101.35百万円)

(20人)  

(14人)  

2004年 

な し 5.90億円

ハイランド橋梁改修計画（1/2）  (3.71)

ハイランド橋梁改修計画（2/2） 

（詳細設計）          (0.40)

草の根・人間の安全保障無償（22件）(1.79)

 

研修員受入 

専門家派遣 

調査団派遣 

機材供与 

留学生受入 

(協力隊派遣) 

 

11.13億円 

407人 

15人 

13人 

157.51百万円 

31人 

(10.32億円)

(226人)

(7人)

(13人)

(157.51百万円)

(21人)

(6人)

2005年 

な し 

 

5.50億円

ハイランド橋梁改修計画（2/2（国債1/2））

(1.67)

ノン・プロジェクト無償     (3.00)

草の根・人間の安全保障無償（10件）(0.83)

 

研修員受入 

専門家派遣 

調査団派遣 

機材供与 

協力隊派遣 

その他ボランティア 

8.98億円

122人

43人

14人

37.60百万円

12人

15人

2005年
度まで
の累計 

621.85億円 304.24億円  

研修員受入 

専門家派遣 

調査団派遣 

機材供与 

協力隊派遣 

その他ボランティア 

219.59億円

3,024人

322人

967人

1,801.38百万円

466人

43人

注）1．年度の区分は、円借款及び無償資金協力は原則として交換公文ベース、技術協力は予算年度による。 

  2．「金額」は、円借款及び無償資金協力は交換公文ベース、技術協力はJICA経費実績及び各府省庁・各都道府県等の技術協力経費実績ベー

スによる。 

  3．円借款の累計は債務繰延・債務免除を除く。 

  4．2001～2004年度の技術協力においては、日本全体の技術協力の実績であり、2001～2004年度の（ ）内はJICAが実施している技術協力事

業の実績。なお、2005年度の日本全体の実績については集計中であるため、JICA実績のみを示し、累計については2005年度までにJICAが実

施している技術協力事業の実績の累計となっている。 

  5．調査団派遣にはプロジェクトファインディング調査、評価調査、基礎調査研究、委託調査等の各種調査・研究を含む。 

  6．四捨五入の関係で、累計値が合わない場合がある。 

 

表－9 実施済及び実施中の技術協力プロジェクト案件（終了年度が2001年度以降のもの） 

案 件 名 協 力 期 間 

森林研究計画フェーズ2 

小規模稲作振興プロジェクト 

首都圏セトルメント地域における総合コミュニティ開発プロジェクト 

テレビ番組による授業改善計画 

95.04～02.05 

04.04～08.03 

05.03～07.02 

05.08～08.03 

 

(その他ボランティア) 

(その他ボランティア) 

(その他ボランティア) 
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表－10 実施済及び実施中の開発調査案件（終了年度が2001年度以降のもの） 

案 件 名 協 力 期 間 

地方部地下水開発・給水計画調査 00.03～02.02 

 

表－11 2005年度草の根・人間の安全保障無償資金協力案件 

案 件 名 

ブーゲンヴィル民主化支援計画 

ニューアイルランド州遠隔地小学校への放送教育機材導入計画 

ミルンベイ州遠隔地小学校への放送教育機材導入計画 

コルゲ・ナンバ小学校拡充計画 

セイグ・ゲノカ間下水道改修計画 

ウラウ小学校拡充計画 

西ハイランド州遠隔地小学校への放送教育機材導入計画 

ラコペンダ診療所拡充計画 

ラルアナ地方自治体水道施設整備計画 

ブーゲンビル自治州遠隔地小学校への放送教育機材導入計画 

 

 

 




